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（訂正）「平成24年3月期 第３四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」

の一部訂正について 

 

平成24年２月２日15時00分に発表致しました「平成24年３月期 第３四半期決算短信〔日本基準〕

（連結）」の記載内容に一部変更を要する箇所がありましたので、下記のとおり訂正致します。な

お、訂正箇所には下線を付しております。 

 

記 

 

１．訂正箇所 

 

（決算短信５ページ） 

 

【訂正前】 

3．継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 

当社は、平成21年６月30日に経済産業省の認定を受けた産業活力の再生及び産業活動の革新に関す

る特別措置法に基づく事業再構築計画（以下、本計画）に沿って事業活動を遂行しており、本計画の実施

期間は平成24年３月31日に終了することが予定されています。本計画の終了に伴い、㈱日本政策投資銀

行に対して発行した優先株式に対する金銭を対価とする取得請求権は、平成24年４月２日以降、同行によ

る行使が可能になります。また、本計画に基づく主要取引銀行を中心とする金融機関からの借入及び㈱日

本政策投資銀行からの借入も平成24年４月２日付でその返済期限が到来します。上記の他、今後１年間

に有利子負債の返済も予定されており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在して

おります。 

当該状況を解消すべく、当社は、経済産業省、㈱日本政策投資銀行及び主要取引銀行等の関係者と

今後の支援策につき基本的な条件を確認しており、本計画終了までには最終的に合意できる見通しです。

また、これに加えて、取引先からの出資、顧客からの出資あるいは前受金の受け入れ等種々の効果的か

つ実行可能な施策について、一部を実行あるいは関係者からの合意を得ており、今後一層の財務体質の

改善に努めてまいります。 

 

 

【訂正後】 

3．継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 

当社は、平成21年６月30日に経済産業省の認定を受けた産業活力の再生及び産業活動の革新に関す



N E W S  R E L E A S E  

 

る特別措置法に基づく事業再構築計画（以下、本計画）に沿って事業活動を遂行しており、本計画の実施

期間は平成24年３月31日に終了することが予定されています。本計画の終了に伴い、㈱日本政策投資銀

行に対して発行した優先株式に対する金銭を対価とする取得請求権は、平成24年４月２日以降、同行によ

る行使が可能になります。また、本計画に基づく主要取引銀行を中心とする金融機関からの借入も平成24

年４月２日付でその返済期限が到来します。上記の他、今後１年間に有利子負債の返済も予定されており、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 

 

（決算短信14ページ） 

 

【訂正前】 

４．四半期連結財務諸表 

（４） 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

【訂正後】 

４．四半期連結財務諸表 

（４） 継続企業の前提に関する注記 

当社は、平成21年６月30日に経済産業省の認定を受けた産業活力の再生及び産業活動の革新に関す

る特別措置法に基づく事業再構築計画（以下、本計画）に沿って事業活動を遂行しており、本計画の実施

期間は平成24年３月31日に終了することが予定されています。本計画の終了に伴い、㈱日本政策投資銀

行に対して発行した優先株式に対する金銭を対価とする取得請求権は、平成24年４月２日以降、同行によ

る行使が可能になります。また、本計画に基づく主要取引銀行を中心とする金融機関からの借入も平成24

年４月２日付でその返済期限が到来します。上記の他、今後１年間に有利子負債の返済も予定されており、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当該状況を解消すべく、当社は、取引先からの出資、顧客からの出資あるいは前受金の受け入れ等

種々の効果的かつ実行可能な施策について、一部を実行あるいは関係者からの合意を得ることで財務体

質の改善に努めております。また、当社は、経済産業省、㈱日本政策投資銀行及び主要取引銀行等の関

係者と今後の対応策について詳細を協議しているところですが、現時点では最終的な合意には至ってお

らず、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不

確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 

 

 

２．訂正理由 

 

本訂正を行うことを判断した理由については、本日発表の「継続企業の前提に関する事項の注記

についてのお知らせ」をご参照ください。 

 

以上 
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